
第１条 本会は, 甲南大学経済学会と称し, 事務所を甲南大学経済学部内におく。
第２条 本会は, 全員加盟を原則とする。甲南大学経済学部の専任教員・学生（ＥＢ

Ａ総合コースの学生を除く)・大学院学生・卒業生のうち入会を希望する者,
その他本会評議員会において入会を認めた者をもって組織する。会費につい
ては以下のとおり。なお, 納入した会費は, 理由のいかんを問わず返還しな
い。ただし, 学生会員として会費を納めた者で入学を辞退した者については
この限りではない。

教 員 年 会 費 5,000円
学 部 学 生 会費（在学期間） 20,000円
大学院学生 会費（在学期間） 10,000円
又, 卒業生会員の権利および義務については, 別に細則を定めるものとする。

第３条 本会は, 経済学の研究ならびに普及をもって目的とする。
第４条 本会は, 前条の目的を達成するために次の事業を行う。

1. 研究会 2. 学術講演会 3. 甲南経済学論集および経済学学生論集の発行
4. 学会新聞の発行 5. 研究・教育資料の収集・管理
6. インナーゼミナール大会の開催 7. 専任教員研究書刊行助成
8. その他本会の目的を達成するために必要と認める事項

第５条 本会の最高議決機関として総会を置く。本会の予算と決算は総会の承認を得
なければならない。総会規程は別に定める。

第６条 総会は, 本会の事業を運営するために評議員を選出する。評議員会は, 経済
学部長を含む専任教員８名, 学生８名以上20名以下により構成され, 任期は
１年とする。評議員会規程は別に定める。

第７条 評議員長は経済学部長が兼任する。評議員長は本会を代表し, 総会および評
議員会を招集する。

第８条 評議員会は互選により次の役員を選出する。
1. 総務委員（教員１名学生１名ないし２名）は, 評議員間の連絡・調整に

あたり, 評議員会の事務を統括するとともに, 本会の事業の記録を作成
する。

2. 会計委員（教員１名学生１名ないし２名）は, 本会の事業経費を管理す
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る。
3. 管財委員（教員１名学生２名ないし３名）は, 研究・教育資料の収集を

行う。
4. 編集委員（教員２名学生２名以上）は, 甲南経済学論集, 経済学学生論

集, 学会新聞等の定期刊行物の編集・発行にあたる。
5. 企画委員（教員２名学生２名以上）は, 研究会, 学術講演会, インナー

ゼミナール大会, その他本会の目的を達成するための事業を企画する。
なお, 評議員会は必要に応じて会員の中から本会の活動に協力する実行委員
を委嘱することができる。

第９条 評議員会は, 本会の事業活動を円滑に行うための諮問・連絡機関としてゼミ
委員会を招集することができる。

第10条 本会の事業とそれにともなう予算の執行を厳正・公平たらしめるべく, 教員
１名学生１名の監査委員を置く。監査委員は総会において選出され, 任期は
１年とする。

第11条 本会の経費は, 会費・事業収入・寄付金および甲南大学からの助成金をもっ
てこれにあてる。

第12条 本会則は, 総会規程第６条に基づいて改正することができる。

第１条 総会は, 経済学会会員全員によって構成され, その決議はすべてに優先する。
第２条 原則として毎年５月に定期総会がもたれなければならない。
第３条 評議員長は, 次の場合２週間以内に臨時総会を招集しなければならない。

1. 評議員会が必要と認めたとき
2. 経済学部教員2/3以上の要求があったとき
3. 学生会員50名以上の要求があったとき
4. 卒業生会員50名以上の要求があったとき

第４条 総会は, 卒業生会員を除く全会員の1/5以上の出席により成立する。ただし,
委任状は出席定数に算入することができる。

第５条 総会の決議は, 出席会員の過半数の同意を必要とする。ただし, 決議にあた
っては委任状は算入されない。

第６条 経済学会会則の改正は, 出席会員の2/3以上の同意を必要とする。ただし,
決議にあたっては委任状は算入されない。

第１条 評議員会は, 経済学会会則に定められた事業の運営を行い, その事業を達成
させるために評議員は評議員会に出席するよう努めなければならない。

第２条 評議員会は, 次の事項について総会の承認を得なければならない。
1. 予算および決算
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2. 活動報告
3. その他評議員会が必要と認めた事項

第３条 評議員長は, 原則として毎月１回定期評議員会を招集しなければならない。
第４条 評議員長は, 次の場合10日以内に臨時評議員会を招集しなければならない。

1. 評議員長が必要と認めたとき
2. 評議員３名以上が必要と認めたとき
3. 学生会員30名以上の要求があったとき
4. 卒業生会員30名以上の要求があったとき

第５条 評議員会は評議員の過半数をもって成立する。ただし, 委任状は出席定数に
算入することができる。

第６条 評議員の決議は, 出席評議員の過半数の同意を必要とする。ただし, 決議に
あたっては委任状は算入されない。

第１条 甲南大学経済学部卒業生のうち, 経済学会への入会を希望する者（以下「卒
業生会員」とよぶ）は, 氏名, 卒業年度, 現住所を経済学会評議員会に登録
し,「卒業生会員証」の交付を受けるものとする。登録は卒業２ヵ月前から
できるものとする。

第２条 経済学会への入会を引き続き希望する者は, 毎年１月から３月末までの間に,
登録の更新を行わなければならない。なお, 卒業生会員は, 現住所の変更を
すみやかに評議員会に届け出なければならない。

第３条 卒業生会員は, 登録またはその更新の際, 会費年4,000円を納入しなければ
ならない。ただし, ２カ年以上の登録と会費納入を一括して行うことはでき
る。入会金納入の義務はない。

第４条 卒業生会員は, 経済学会すべての事業に参加し, そのサービスを受けること
ができる。ただし, 卒業生会員は, 評議員に就任することはできず, また
「総会規程」第４条にもとづいて総会での投票権をもたない。

第５条 本細則は, 総会の決議によって改正することができる。
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